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グローバルコミュニケーションと域学連携に関する予備的研究 
 
関根紳太郎（岡山県立大学保健福祉学部） 
 
要旨： 本研究の目的は、近年の外国人訪問客や在留外国人の増加にともなうグローバルコ
ミュニケーションの重要性から、特に災害に関する防災・減災・復興に資するコミュニケー
ションモデルの構築に取り組むことにある。また、岡山県立大学を中心とする地方創生推進
事業（COC+）の学問的成果を活用し、ポスト岡山創生学の位置付けにもなりうる域学連携
としての教育研究カリキュラムにつなげることでもある。具体的には、メディア・フレーム
の視座から海外メディアに表出される災害という実態に近似的な＜世界＞を検証する。ま
た、潜在的災害弱者である外国人訪問者および在留外国人の防災的・減災的行動を喚起する
リスクコミュニケーションを基盤とした内的志向且つ安全安心のグローバル化を目指した
学内の教育研究カリキュラムを検討する。なお、本稿は、本研究の推進のための研究計画お
よび方法について速報的・記録的にまとめた研究プロポーザル的要素を含む。 
 
キーワード： グローバルコミュニケーション  域学連携  災害  サービス・ラーニ
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１．はじめに 
我が国ではグローバル化がこれまで以
上に推進されている。実際、平成 29年 3月
に閣議決定された「観光立国推進基本計画」
にもあるように、成長戦略の 1つとして観
光先進国への飛躍を掲げている。また、グ
ローバル化のもう１つに、医療・技術分野
を中心とした外国人労働者の受け入れ促
進が加速している。そうした国家戦略と並
行して、地方自治体レベルでのさまざまな
推進事業が活発化している。 
岡山県立大学（以下、本学とする）は、
「地域で学び地域で未来を拓く‘生き活き
おかやま’人材育成事業」が文部科学省「地
（知）の拠点大学による地方創生推進事業
（COC+）」に採択され、本学を中心とする
岡山県内の大学、自治体、経済団体、企業、
NPO 団体等とが協働したオール岡山体制
ですすめられている。COC+は、「おかやま」
を志向する人材を育成するとともに、学生
にとって魅力ある雇用を創出し、地域定着
率を向上させ、地方創生につなげることを
目的とした事業となっている。 
本学は、当該事業の代表であり、「教育改
革」、「域学連携」および「産学連携」活動
を相互に連携・実施しながら、地域で活躍
できる人材を輩出するとともに若者の地
域定着を進める産・学・官・民協働の体制
を整備し、おかやま創生に向けて展開可能
かつ持続性のある仕組みづくりの基盤事
業を推進している。 
そこで、これまで積み上げた事業成果や
知的資産を活かしたポストCOC+の１つと
して、本研究を立ち上げたいと考える。こ
こで触れておきたいのは、本研究は、単な
る当該事業の後継版や観光グローバル対
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 応のための英語版の作成を目的とするも
のではない。当該事業で築き上げた地域連
携インフラや人材を最大限に活用した
PDCA サイクルを個人研究レベルに落と
し込み、我が国が誇る観光資源の１つと言
える「おかやま」の文化的特性やアイデン
ティティと、「おかやま」を訪れる観光客や
ビジネス目的等の外国人訪問者や在留外
国人が保持するそれらとの社会実践、換言
すれば、ローカルな場でのグローバルコミ
ュニケーションを研究レベルまで掘り下
げ、特に災害時に顕在化される課題解決と
理想的な防災・復興のコミュニケーション
モデルの構築に取り組むことが、本研究の
根幹に関わる学術的課題であると考える。
なお、本稿は、本研究の推進のための研究
計画および方法について速報的・記録的に
まとめた研究プロポーザル的要素を含む。 
 
２．研究方法 
上記をふまえ、本研究では、防災、減災、
復興支援に資する外国人にも対応できる
地域レベルでのコミュニケーションモデ
ルの開発を目指す。実際、岡山県では今夏
の豪雨災害の際には、外国人による災害情
報の収集や被災後の地方自治体との連絡・
相談レベルでのコミュニケーションに多
くの課題が残された１）。本研究は、こうし
た潜在的災害弱者とも言える外国人訪問
者や在留外国人に対する防災・復興支援と
して研究価値があると言える。また、こう
した日本人と外国人訪問者や在留外国人
とのいわばコミュニケーションのすり合
わせでもある地域レベルでの社会実践研
究は、グローバルな視座から日本人の思考
性や日本文化を再考する研究意義もある。
さらに、本研究はポスト COC+事業の一環
としても位置付けられ、地域と連携した災
害時外国人支援や、日本文化論を加味した
グローバルコミュニケーションのモデル
実証研究という点においても独自性と創
造性が見出せると考える。つまり、本研究
の成果は、これまでの観光中心の訪客数や
経済効果に注力したインバウンド事業に
不足していた、外国人訪問者の滞在時にお
ける安全安心に関する内的志向のグロー
バル化２）を創り出すことができると言える。 
研究方法としては、近年我が国で発生し
た自然災害に関する海外メディアの報道
分析を行う。これは、メディア報道は、自
然災害を含むさまざまな社会事象が発現
している「現実世界」を、テキスト、音声、
画像、映像等のメディアを介して伝達可能
な情報化された＜世界＞へと置き換えて
おり、受け手となる一般市民は、そうした
情報化された＜世界＞を個々の認知機能
を駆使して「現実世界」に近似的な“再現
世界”として再構築しているからである。
こうした海外メディアによる情報化され
た＜世界＞の分析は、実際の自然災害時の
「現実世界」に近似的な“再現世界”をよ
り客観的に知る手がかりとなり、その手が
かりを探究することは、今後の防災や減災
につながる可能性があるものと考えられ
る。 
具体的には、社会的意味としてのメディ
ア・フレーム理論と個々の認知的意味とし
てのフレーム意味論を理論的参照枠とし
て、主に報道テキストから構築されるコー
パス（言語データベース）を分析対象とす
る。コーパスは、対象となる情報化された
＜世界＞に関する人々の思考や評価の客
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 体化であり、言語的集積体であると考えら
れ、海外メディアの報道テキストから構築
されるメディアコーパスは、海外メディア
が捉える情報化された＜世界＞、すなわち、
（フレーム対象となる）日本の自然災害に
関する思考や評価の一端とも捉えられる。
次に、コーパス言語学的手法を用いて、メ
ディアコーパスを統計的に解析し、特徴語
および関連語を抽出する。その一方で、そ
うしたメディア上に（必ずしも）反映され
ない、より実態に即した生きた情報として、
岡山の外国人訪問者や在留外国人に対し、
地域レベルでの聞き取り・アンケート調査
を行う。 
続いて、上掲のコーパス分析で抽出した
課題について、フレーム意味論および異文
化コミュニケーション論の観点から比較
検証する。平易な例としては、日本が誇る
文化的価値観である「もてなし」としばし
ばその英訳とされる“hospitality”が必ず
しも等価でないということや、時に世界か
ら賞賛される日本的「規律」も、災害時で
は「非効率」といったコミュニケーション
上の齟齬が発生しているといった点など
を明らかにする。そして、そうした異文化
コミュニケーションレベルでの問題点を
ふまえ、それらを適宜調整しながら日本人
や岡山県民性も考慮した文化的風土を基
盤とするコミュニケーションを明らかに
し、モデル化する。この段階では、地元住
民との討論会や外部講師を招聘したワー
クショップを開催することで、問題意識の
共有化を図ることもグローバル感覚の内
的志向化に有効であると考えられる。さら
に、観光庁が提供する災害時情報提供アプ
リ「Safety tips」の活用状況と比較検証を
試みることも有用である。 
そして、構築したコミュニケーションモ
デルの評価分析として、学会発表やセミナ
ーの開催などを通じて、参加者、学術研究
者、その他関係者からフィードバックを得
ることで、内容分析を深化させる。また、
第二次聞き取り・アンケート調査を行い、
ふり返りを行うことで、本研究の PDCAサ
イクルを進展させる。 
 
３．リスクコミュニケーション 
昨年の大阪北部地震や岡山県を含む西
日本豪雨災害において、災害情報の伝達に
関して大きな混乱が生じ、また、９月の大
型台風でも、関西国際空港で甚大な被害が
出るなど、我が国全体が災害弱者のように
（海外メディア上で）取り扱われた。その
一方で、メディア報道で十分扱われていな
いのが、外国人訪問者や在留外国人とのコ
ミュニケーションの齟齬である。実際多く
の外国人訪問者や在留外国人は日本語が
堪能とは言えず、インターネット情報に依
存する傾向は強いが、災害時にインターネ
ット環境に障害が発生したような場合、テ
レビやラジオなどの公共放送や、地方自治
体が情報源となる。調査会社・サーベイリ
サーチセンタ （ー東京都荒川区）によると、
大阪北部地震では、21.1%の外国人訪問者
が（災害時のテレビ・ラジオの情報が）「十
分理解できなかった」としている。また同
リサーチによれば、27%の外国人訪問者が
我が国で有効な旅行保険に加入しておら
ず、被災後の医療措置や健康問題に対応す
ることが地方自治体の経済的負担になっ
ている。こうした点からも、近年注目され
ているインバウンド観光のビジネスモデ
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 ルだけではなく、災害時における潜在的災
害弱者としての外国人訪問者や在留外国
人に対応したリスクコミュニケーション
について早急に検討する必要があろう。例
えば、文部科学省「リスクコミュニケーシ
ョンのモデル形成事業」において、群馬大
学が「姿勢の防災教育を通じた災害文化の
形成」を、福島県立医科大学が「災害関連
健康リスクにおける協働知の構築」といっ
た災害時コミュニケーションの支援事業
を自治体と協働しながら機関レベルで取
り組んでいる。これらは、文部科学省「安
全・安心科学技術及び社会連携委員会」策
定（平成 26年 3月 27日）の「リスクコミ
ュニケーションの推進方策」３）に依拠する
ものである。さらに同報告書では、リスク
コミュニケーションの目的を次の５つに
分類している。 
 
１）個人のリスク認知を変えリスク対処の
ために適切な行動に結びつけること 
２）地域社会において一般市民とともに潜
在的な問題を掘り起こしてリスクのより
適切なマネジメントにつなげていくこと 
３）ステークホルダー間で多様な価値観を
調整しながら具体的な問題解決に寄与す
ること 
４）リスクを伴う不確定な事象に係る行政
の意思決定について適切な手続を踏んで
社会的合意の基盤を形成すること 
５）非常時の後に被害者や被災者の回復に
寄り添うこと 
 
本研究では、潜在的災害弱者としての外
国人訪問者や在留外国人をステークホル
ダーに含め、そうしたステークホルダー間
の多様な価値観を調整、すなわち、異文化
間の齟齬を適正化しながら、ステークホル
ダー間でやりとりされる防災、減災、復興
に関する様々なコミュニケーション教育
や啓発等を目的とするという点において、
上記リスクコミュニケーションの目的３）
と関連性が高いと言える。 
この点をふまえ、本研究のコミュニケー
ションモデルの基盤として、リスクコミュ
ニケーションの概念形態を取り入れる。 
 
４．内的志向のグローバル化教育 
 上述したように、我が国では、観光立国
推進計画による多様な外国人観光客の増
加や、単純労働を中心とした外国人労働者
の流入など、多文化・多民族共生社会の整
備が急務となっている。特に少子・高齢化
に伴う労働力人口の減少と比例して、外国
人労働者受け入れ事業は拡大傾向にある。 
 その一方で、江戸時代の鎖国政策に代表
されるように、保守的な社会体制を歴史的
に有する我が国では、異なる（文化的）価
値観をもつ外国人との社会的共存に関し
てこれまでも摩擦や軋轢が生じている。 
 そこで、そうした課題解決や異文化理解
のためのローカルな場での多文化共生、本
研究で言うところの内的志向のグローバ
ル化推進事業として挙げられるのが、サー
ビス・ラーニングである。本研究のような
外国人訪問者や在留外国人を対象とする
場合であれば、語学、特に英語教育も重要
である。また、英語教育と相互補完的な関
係にあるのが海外での実地研修である。こ
れら３つの取り組みは、本学においてもカ
リキュラムとして実践されており、本学の
教養教育を促進するものと言える。これら
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 について、以下で検討する。 
 
４－１．サービス・ラーニング 
 サービス・ラーニングとは、文部科学省
用語集４）によれば、「教育活動の一環とし
て、一定の期間、地域のニーズ等を踏まえ
た社会奉仕活動を体験することによって、
それまで知識として学んできたことを実
際のサービス体験に活かし、また実際のサ
ービス体験から自分の学問的取組や進路
について新たな視野を得る教育プログラ
ム」と定義されている。また、日本よりも
サービス・ラーニングが先進的であると言
えるアメリカにおいては、クリントン政権
時の 1993 年に制定された“The National 
and Community Service Trust Act”以降、
サービス・ラーニングの前身であるコミュ
ニティサービスの学校教育への導入が促
進された。これにより、単なる自発的な道
徳教育としてのボランティア活動から、学
習者でもある参加者の主体的な学校教育
の一環へと発展してきた。近年では、ミシ
ガン州の Eastern Michigan Universityの
ように、Academic Service Learning５）と
して、学問的専門性を最大限に活かした取
り組みもある。同大学では、Academic 
Service Learningを次の通り定義している。 
 
“Academic Service-Learning (AS-L) is a 
teaching and learning strategy where 
students participate in a meaningful 
service activity that meets identified 
community needs and reflect on the 
service activity to gain further 
understanding of course content, a 
broader appreciation of the discipline and 
an enhanced sense of civic responsibility.” 
（下線は筆者） 
 これによれば、サービス・ラーニングと
は、市民としての責任性を涵養し、地域の
ニーズに見合うサービス活動６）を可能にす
る戦略的な教育学習プログラムと捉えら
れる。こうしたサービス・ラーニングの概
念は、すでに本学にある「ボランティア演
習」等のフィールド演習科目で実践されて
いる。平成 29 年度に岡山創生学を履修し
ている約 400 名程度のうち、「おかやまボ
ランティア演習」を履修した約 150名程度
の学生は、本研究のような活動目的が特化
されたサービス・ラーニング事業の実践者
や研究支援者になりうると言えよう。その
一方で、本研究の目的は内的志向のグロー
バル化を目指す災害時対応のリスク・コミ
ュニケーションモデルの構築であり、外国
人訪問者や在留外国人をステークホルダ
ーとするならば、一定程度の外国人との言
語的コミュニケーション能力は求められ
るであろう。そこで、重要となるのが語学
力、特に英語力と異文化理解力である。 
 
４－２．語学国際 
 本学では、共通教育科目の語学国際カテ
ゴリーにある English Language Program
（以下、ELPとする）1~4までを学部 1年
生に、ELP5、6を学部 2年生にそれぞれ必
修科目として配置している。また、
ELP7~10 が、学部 2 年次以上の選択科目
として用意されている。ELP1~6は英語４
技能がバランスよく高められるような授
業内容となっている。さらに、ELP7~10で
は、選択科目の特性を生かし、比較的少人
数なクラス編成での英語力強化が期待さ
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 れている。特に英語力の客観的指標として
本学のみならず社会全般に重視されてい
る外部試験 TOEIC のスコアアップをねら
いとした内容も扱っている。その他、専門
分野における英語力強化を目標とする
English for Specific Purposes1、2が学部
３年次以上の選択科目として履修可能と
なっている。 
 本学のこうした英語教育カリキュラム
の中で、本研究が求める英語力とは、単に
上級英会話力であるとか、TOEICのような
外部試験の得点が高いであるとか、そうい
った類のものではない。外国人訪問者や在
留外国人が災害時においても安心して適
切なコミュニケーションをはかれる英語
対話力と考えている。ここで扱う英語対話
力とは、英語母語話者のような流暢性や文
法的正確性ではなく、自分と相手が双方向
で意思疎通をはかり、当事者同士を取り巻
く環境や状況を互いに共有し合うために
必要な英語力である。本研究の場合であれ
ば、例えば、講義科目である「おかやまボ
ランティア論」で学んだ岡山県の歴史やそ
の発展について無理に英訳した内容を伝
えようとするのではなく、日本語と日本語
文化のフレームの中で、対話の相手方とな
る外国人の文化的背景や民族的特性を加
味したコミュニケーションを実践するこ
とである。 
 本学の現行英語教育カリキュラムでは、
こうした英語力プラス対話力の向上に必
要な科目設定として、ELP9、10の時間枠
が対応可能であろう。ELP9、10は、本学
学部共通教育における語学国際カテゴリ
ーのサブカテゴリ 「ー英語」に位置し、「グ
ローバル化する国内外の地域で活躍する
ために必要な語学力を育成し、異文化理解
を深める科目」７）となっており、本研究の
目的とも合致する内容と言える。学生の履
修科目数の負担増が懸念される中、既存の
開講科目を活用しつつ、本研究で求められ
る異文化理解をふまえた英語対話力の向
上が期待できる。 
 
４－３．短期型語学文化研修 
 本学では、共通教育の語学国際カテゴリ
ーのサブカテゴリーとして「国際」も配置
されており、「語学文化研修」および「海外
研修（保健福祉学）」が選択可能となってい
る。「語学文化研修」では、英国バンガ－、
豪州アデレードといった地域での語学研
修と文化体験プログラムが用意されてお
り、Inner Circleと呼ばれる主要英語圏で
実践的に語学力やグローバル感覚を養う
ことができる。しかしながら、主要英語圏
での研修プログラムは、渡航費、受講料、
滞在費等、参加希望学生にとっては高額で
あることが多い。そうした中、語学研修先
として近年人気が高いのが東南アジア圏
である。特にフィリピンやマレーシアは、
英語力も高く、渡航費、滞在費も安価であ
る。また、期間を集中すれば、受講料も抑
えることが可能である８）。実際、平成 28年
の岡山県のインバウンド観光客（県内宿泊
者数）の動向を見ると、主要アジア圏（中
国、韓国、台湾、香港、タイ、マレーシア、
シンガポール）で 167,450人（75％）とな
っている９）。さらに、平成 29年の県内の在
留外国人数は、主要アジア圏（中国、韓国、
ベトナム、フィリピン、インドネシア）で
21,448人（83％）が居住している１０）。 
 こうして見ると、本研究の対象を潜在的
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 災害弱者となりうる外国人訪問客や在留
外国人とするならば、岡山県内であれば、
少なくとも 7割以上を占めるアジア圏外国
人がステークホルダーということになる。 
 したがって、本学の語学研修プログラム
において、参加希望学生の経済的・心理的
負担が（比較的）少なく、且つ異文化の気
づきを促す東南アジア圏を派遣地域とす
る短期型語学文化研修プログラムの導入
は、異文化・多文化とのすり合わせが重要
とされる地域に根差した、すなわち、内的
志向のグローバル化を促進し、グローバル
な社会実践としてのポスト岡山創生学の
一端にもつながる教育研究活動の進展に
寄与するものと考えてよいであろう。 
 
５．まとめと今後の課題 
総括すると、本研究の目的は、海外メデ
ィアによって「現実世界」と近似的に再現
される情報化された＜世界＞に内包され
る言語情報を手がかりに、メディア・フレ
ームの視座から海外メディアの報道内容
に投影される災害を言語文化論や異文化
コミュニケーション論を参照しながら検
証することである。また、実証的な聞き取
り・アンケート調査等を加味することで、
潜在的災害弱者である外国人訪問者およ
び在留外国人の防災、減災、復興支援に関
する課題や要望等を抽出することである。
さらに、本研究のステークホルダーである
外国人訪問者や在留外国人の防災的・減災
的行動を喚起する（リスク）コミュニケー
ションモデルを構築することである。そう
する中で、サービス・ラーニングや英語教
育を中心とした語学国際プログラム等か
ら構成されるポスト岡山創生学（の１つ）
を立ち上げ、それを災害時のリスクコミュ
ニケーションにおける外国人訪問者およ
び在留外国人に対応した内的志向且つ安
全安心なグローバル化を目指した学内の
教育研究カリキュラムの一環として組み
込むことを目指す。 
今後、平成 31 年のラグビーワールドカ
ップや平成 32年の東京五輪開催にむけて、
外国人訪問客数は伸びるであろう。また、
平成 30年 12月には、外国人労働者の受け
入れ拡大に向けた改正出入国管理法（入管
法）が成立し、平成 31 年 4月から施行さ
れる。これにともない、在留外国人が増加
するであろうし、その流れは岡山県に押し
寄せることが容易に推測できよう。そうし
た人口変動の時代をむかえ、防災、減災、
復興支援に備えた安全安心なグローバル・
コミュニケーション（モデル）は整えられ
るべきであろう。すでに、本学デザイン学
部齋藤美絵子准教授が企画・統括された総
社市防災情報総合サイト「家族だそうじゃ」
１１）は多言語化されており、本研究で取り
上げている安全安心のグローバル・コミュ
ニケーションモデルの 1つと言える。本研
究も、上述した内容を地域社会で実践でき
る、内的志向且つ安全安心なグローバル・
コミュニケーションモデルの構築にむけ
て推進していきたい。 
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Abstract： 
The purpose of this research is to contribute to disaster prevention, provide solutions 
for disaster management, and promote reconstruction after disaster by creating a 
communication model for the recent growing number of foreigners in Okayama. It will 
connect to the education and research curriculum at Okayama Prefectural University 
(OPU) as a regional academic collaboration which can be part of the post-Okayama 
community outreach program, utilizing the academic outcome of a regional creation 
promotion project (COC+) mainly conducted by OPU. In particular, this research 
examines how media reports have restructured and reflected the real world.  It also 
argues that the restructured world portrayed by the media is like the real world from 
the theoretical points of view of language, culture, and cross-cultural communication. 
Furthermore, service-learning activities, English education, and a short-term study 
abroad program in the Southeast Asia region are introduced to include an innovative 
new curriculum for the post-Okayama community outreach program. In doing so, it is 
believed that “inner globalization”, which provides a safety net for foreigners in 
Okayama vulnerable to disasters, is established through the communication model. This 
research will help both foreigners and students learn how global and local networks are 
connected by using the communication model developed through experiences with the 
Okayama community outreach program. It is noted that this paper is a preliminary 
research proposal on the global communication and community outreach mentioned 
above. 
 
Keywords：Global communication  Community outreach  Disaster  Service 
learning  Language and culture 
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